別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　　項：職業訓練費　　目：職業訓練校費
	事業名:訓練手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内3126）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：48,249千円（前年度予算額：45,744円）
	事業内容


	１　事業の内容


訓練手当は、雇用対策法に基づき、公共職業安定所の受講指示を受けて、公共職業訓練を受講する障がい者、母子家庭の母等の訓練期間中の生活を保障するものとして支給している。
障がい者や母子家庭の母等への訓練手当支給により、職業訓練受講の機会を拡充し、その職業技能習得を支援することで、就業促進を図る。
	２　所要経費


報償費　48,249千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　３　障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる

Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

　４　障がいのある人が働き、活躍できる地域をつくる

　・ＩＴ技術の習得など、障がい者の雇用就労や所得の向上につながる取組を進める
	２　これまでの取組状況


平成22度は、県外の職業訓練校や、障害者委託訓練の受講生など66名の方に対して訓練手当を支給した。
	３　これまでの取組に対する評価


訓練期間中の生活保障となる訓練手当を支給することにより、障がい者や母子家庭の母等の職業訓練受講機会の拡充、職業技能習得支援を行うことができた。今後も訓練手当の支給を継続することにより、障がい者等の就職及び自立を支援していく。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	45,744
	22,872
	
	
	
	
	
	
	22,872

	要求額
	48,249
	24,124
	
	
	
	
	
	
	24,125

	1月20日時点査定額
	48,249
	24,124
	
	
	
	
	
	
	24,125

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


